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提案者：　
提案の項目名：　経産省・財務省･法務省等も加わった「投資の税優遇」勉強会の設立
テーマ：「投資の税優遇」により誘導される民間資金による「社会づくり」の促進
	提案の骨子
1． 日本には全くといって良いほど知られていないが、20世紀末から日本を除く先進国・新興国では、産業利益を生み出す事業主体に関して「主役交代」が起きつつある。近代合理主義をベースとするCorporateから、ポスト近代のUniversalismをベースとし「投資の税優遇」が整ったPartnershipへと主役が移りつつある。米国の例では、1980年にはCorporateは産業利益の80%を計上していたが、2008年には40%に下がっている。Partnershipが米国産業利益の60%を稼ぎ出す様になっている。（次頁グラフ参照方）

2． 日本は、未だ近代合理主義の国。「社会づくり」は合理的に進められるトップダウン型が中心であり、個人・私企業のある意味「勝手な思い」によるボトムアップ型が少ない。従って社会づくりの資金調達も「助成金」が中心。「投資の税優遇」による民間資金活用に関して未整備。
3． 「投資の税優遇」により民間資金を誘導しボトムアップ型の「社会づくり」をすることに長けた欧州連合・米国の社会思想から社会制度までのトータルな現状把握が先ず必要。日本の産官学民政の柔軟な発想力のある若手たちによる「勉強」と経済特区での「社会実験」を先行する必要がある。全国への展開はその進行や成果を見て判断。


1．背景及び必要性
11月30日発売予定の米社会学者レスター・サロモンの『The Resilient Sector 2nd edition』では、1st　editionに引き続き非営利セクターの重要性が強調されるだろう。米非営利セクターの大半を占める501(c)(3) entityの特徴は、”Tax Exempt”と”Tax deductible”。つまり余剰金（利益）に法人所得税がかからず、且つ、contributorは所得控除を受けられること。そして何より、日本の特定非営利活動促進法と違って、組織目的に「religion」が含まれていること。レジリエント社会を作るのには、社会思想から社会制度までの改革が必要だということを多いに示唆している。
２．具体的な提案
経産省・財務省・法務省等も加わった「投資の税優遇」勉強会の設立
テーマ： 「投資の税優遇」により誘導される民間資金による「社会づくり」の促進、とくに、
そのjustificationに必要な社会思想を、如何にして日本人に分かってもらうか、について
３．実現に向けたロードマップ、アクションプラン
(現時点では無し)

４．提案の効果（成果）
柔軟な発想力のある若手たちによる勉強会が上手く立ち上がるならば、「日本の抜本改革」に一定の目処が立つ。
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